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Ⅵ-1 説明書 

Ⅵ-1-1 各発電用原子炉施設に共通の説明書 

Ⅵ-1-1-5 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

Ⅵ-1-1-5-6 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（放射線管理施設） 

 

Ⅵ-6 図面 

7.2 換気設備 

 7.2.3 緊急時対策所換気空調系 

・第7-2-3-1-1図 換気設備に係る機器の配置を明示した図面（緊急時対策所換気空調系）

（その１） 

・第7-2-3-1-2図 換気設備に係る機器の配置を明示した図面（緊急時対策所換気空調系）

（その２） 

・第7-2-3-2-1図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（緊急時対策所換気空調系）

（その１） 

・第7-2-3-2-2図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（緊急時対策所換気空調系）

（その２） 

・第7-2-3-3-1図 換気設備系統図（緊急時対策所換気空調系）（重大事故等対処設備） 

・第7-2-3-4-1図 空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）構造図 

・第7-2-3-4-2図 緊急時対策所空気浄化送風機構造図 

・第7-2-3-4-3図 緊急時対策所空気浄化フィルタユニット構造図 
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3.3 緊急時対策所換気空調系 

名 称 空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ） 

容 量 ℓ/個 50.0 以上（50.0） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 19.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

個 数 

個数

― 454（予備 86） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

重大事故等時に放射線管理施設のうち緊急時対策所換気空調系として使用する空気ボンベ加

圧設備（空気ボンベ）は，以下の機能を有する。 

緊急時対策所換気空調系の空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）は，炉心の著しい損傷後の格

納容器フィルタベント系を作動させる場合に放出される放射性雲通過時において，放射性物質

が緊急時対策所に流入することを防ぎ，緊急時対策所にとどまる要員の被ばくを低減するため

に設置する。 

系統構成は，炉心の著しい損傷後の格納容器フィルタベント系を作動させる場合に放出され

る放射性雲通過時において，緊急時対策所換気空調系の空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）か

ら緊急時対策所へ空気を送気し正圧化することにより，放射性物質が緊急時対策所に流入する

ことを一定時間完全に防ぎ，緊急時対策所遮蔽の機能とあいまって緊急時対策所にとどまる要

員の実効線量が事故後 7日間で 100mSv を超えない設計とする。 

1. 容量の設定根拠

重大事故等時に使用する緊急時対策所換気空調系の空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）は，

高圧ガス保安法の適合品である一般汎用型の空気ボンベを使用することから，当該空気ボンベ

の容量はメーカで定めた容量である 50ℓ/個以上とする。 

公称値については要求される容量と同じ 50ℓ/個とする。 

2. 最高使用圧力の設定根拠

緊急時対策所換気空調系の空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）を重大事故等時において使用

する場合の圧力は，高圧ガス保安法の適合品であるボンベにて実績を有する充填圧力である

19.6MPa とする。 

3. 最高使用温度の設定根拠

緊急時対策所換気空調系の空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）を重大事故等時において使用

する場合の温度は，重大事故等時の環境条件（40℃）及び高圧ガス保安法に基づき 40℃とする。 



51 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-
1-
5-
6 
R0
 

【設 定 根 拠】（続き） 

4. 個数の設定根拠

緊急時対策所換気空調系の空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）の必要個数は，緊急時対策所

にとどまる要員の窒息を防止するため，及び給気ライン以外からの緊急時対策所内への外気の

流入を放射性雲通過までの 10 時間の間遮断するために必要な個数である 454 個とする。根拠

については以下のとおり。 

4.1 必要換気量 

① 二酸化炭素濃度基準に基づく必要換気量

・収容人数 ：n＝96名 

・許容二酸化炭素濃度：C＝1.0％（鉱山保安法施行規則）

・大気二酸化炭素濃度：CO＝0.03％（空気調和・衛生工学便覧）

・二酸化炭素発生量 ：M ＝0.022m3/h/名（空気調和・衛生工学便覧の極軽作業の作業程度

の吐出し量） 

・必要換気量 ：Ql＝100・M・n／(C－CO)m3/h（空気調和・衛生工学便覧の二酸化炭

素濃度基準の必要換気量） 

Ql＝100×0.022×96÷(1.0－0.03)≒218m3/h 

② 酸素濃度基準に基づく必要換気量

・収容人数 ：n＝96名 

・吸気酸素濃度 ：a＝20.95％（空気調和・衛生工学便覧） 

・許容酸素濃度 ：b＝19％（鉱山保安法施行規則） 

・成人の呼吸量 ：c＝0.48m3/h/名（空気調和・衛生工学便覧の静座時の呼吸量） 

・乾燥空気換算呼気酸素濃度：d＝16.4％（空気調和・衛生工学便覧）

・必要換気量 ：Q2＝c・(a－d)・n／(a－b)m3/h（空気調和・衛生工学便覧の酸素濃

度基準の必要換気量） 

Q2＝0.48×(20.95－16.4)×96÷(20.95－19.0) 

≒108m3/h 

③ 緊急時対策所の設計漏えい量に基づく必要換気量

緊急時対策所の設計漏えい量は，緊急時対策所で実施した気密試験結果の漏えい率 0.03

回/h（約 100Pa 正圧化時）に余裕を見た設計漏えい率 0.15 回/h を基に算出した漏えい量

330m3/h としている。 

緊急時対策所体積×設計漏えい率＝設計漏えい量 

2150m3×0.15 回/h≒330m3/h 
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【設 定 根 拠】（続き） 

以上より，空気ボンベ正圧化時に，窒息を防止するために必要な換気量は，緊急時対策

所の設計漏えい量に基づく 330m3/h 以上とする。 

 

4.2 必要ボンベ個数 

上記より，空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）による必要換気量は，330m3/h であり，こ

の流量を放射性雲通過時間の 10 時間に 1時間の余裕をもたせた 11 時間継続するために必

要な空気ボンベ個数を以下に示す。 

(1) 放射性雲通過中に必要となるボンベ容量 

緊急時対策所を 11時間正圧化するために必要最低限のボンベ個数は，設計漏えい率に

基づく換気量の 330m3/h 及びボンベ供給可能空気量 8m3/個から下記のとおり 454 個とな

る。 

・ボンベ初期充填圧力  ：19.6MPa 

・ボンベ内容積     ：50ℓ/個 

・ボンベ供給可能空気量 ：8m3/個 

必要ボンベ個数＝330m3/h×11 時間÷8m3/個 

＝453.8 個 

≒454 個 

 

(2) 放射性雲通過時間（10 時間）以外に必要なボンベ容量 

緊急時対策所の正圧化を，空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）による給気から緊急時

対策所空気浄化送風機による給気に切り替える場合においては，切替操作を行っている

間を，空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）の給気と緊急時対策所空気浄化送風機の給気

を同時に行うことにより，緊急時対策所の正圧化状態を損なわない設計とする。 

切替操作は緊急時対策所空気浄化送風機起動失敗を想定した場合の予備機への切替操

作も考慮し，最大で 11分とする。 

また，ベント実施予定時刻の 20 分前から加圧操作開始することから，放射性雲通過時

間（10 時間）以外に合計 31 分のボンベ容量を考慮する必要がある。 

緊急時対策所を 31分間正圧化する必要最低限のボンベ個数は緊急時対策所必要換気量

の 330m3/h 及びボンベ供給可能空気量 8.0m3/個から下記のとおり 22個となる。 

必要ボンベ個数＝330m3/h×31 分間÷8.0m3/個 

＝21.5 

≒22 個 

なお，上記の 31 分間は，正圧化継続時間に見込んでいる 1時間の余裕に包絡されるこ

とから，正圧化切替操作時及びベント実施予定時刻 20分前からの加圧操作開始に必要な

ボンベ個数 22個は，(1)項の必要ボンベ個数 454 個に包含する設計とする。 

また，故障時及び保守点検時による待機除外時のバックアップ用として予備 86個を保

管する。 
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名 称 

建物加圧空気配管接続口 

～ 

緊急時対策所内開放 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 60.5 ／ 76.3 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本主配管は，建物加圧空気配管接続口から緊急時対策所内開放を接続する配管であり，重大

事故等対処設備として，空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）の空気を緊急時対策所へ供給する

ために設置する。 

本主配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ１，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１，Ｄ２として以下に示す。 

緊急時対策所換気空調系主配管の設計仕様を表 2.3－1 緊急時対策所換気空調系主配管の設

計仕様表に示す。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

Ｐ１：0.6MPa

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ１は，経路内の圧力損失を考

慮し，0.6MPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

Ｔ１：40℃

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用温度Ｔ１は，重大事故等時の空気ボ

ンベ加圧設備（空気ボンベ）の使用温度に合わせ，40℃とする。
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【設 定 根 拠】（続き） 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，緊急時対策所の居住性確保のため，

放射性雲通過中の緊急時対策所の必要換気量である 330m3/h を空気ボンベ加圧設備（空気ボン

ベ）容量，圧力損失・施工性等を考慮した上で供給可能な配管である，60.5mm，76.3mm とする。 

項目 外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

(m2) 

流量 

(m3/h) 

流速 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 根拠 

Ｄ１ 60.5 3.9 50 0.00218 ＊

Ｄ２ 76.3 5.2 65 0.00341 ＊

注記＊：標準流速を超えるが，空気・ガス（圧縮）の許容最高流速（音速）を下回るため問題

ない。 
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名 称 

建物ダクト接続口 

～ 

緊急時対策所内開放 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.0063 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

外 径 mm 318.5 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本主配管は，建物ダクト接続口から緊急時対策所内開放を接続する配管であり，重大事故等

対処設備として，緊急時対策所空気浄化送風機及び緊急時対策所空気浄化フィルタユニットに

より浄化した空気を緊急時対策所へ供給するために設置する。 

  本主配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ２，外径の設定根

拠をＤ３として以下に示す。 

緊急時対策所換気空調系主配管の設計仕様を表 2.3－1 緊急時対策所換気空調系主配管の

設計仕様表に示す。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

Ｐ２：0.0063MPa

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ２は，経路内の圧力損失を考

慮し，0.0063MPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

Ｔ２：50℃

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用温度Ｔ２は，重大事故等時の緊急時

対策所空気浄化送風機及び緊急時対策所空気浄化フィルタユニットの使用温度に合わせ，50℃

とする。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，緊急時対策所空気浄化送風機の容量，

圧力損失・施工性等を考慮した上で供給可能な配管である，318.5mm とする。 

項目 外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

(m2) 

流量 

(m3/h) 

流速 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 根拠 

Ｄ３ 318.5 10.3 300 0.06970 
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名 称 緊急時対策所空気浄化装置用 2.5ｍ，1.5ｍ可搬型ダクト 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.0063 

最 高 使 用 温 度 ℃ 50 

/ 340/60.5／

50

外 径 mm 259.4 

個 数 

個数

― 6（予備 11） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本可搬型ダクトは，緊急時対策所空気浄化送風機から緊急時対策所空気浄化フィルタユニッ

ト及び緊急時対策所空気浄化フィルタユニットから建物ダクト接続口を接続するダクトであ

り，重大事故等時に緊急時対策所空気浄化送風機及び緊急時対策所空気浄化フィルタユニット

により浄化した空気を緊急時対策所へ供給するために設置する。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

本可搬型ダクトを重大事故等時において使用する場合の圧力は，緊急時対策所空気浄化送風

機の全圧を上回る 0.0063MPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

本可搬型ダクトを重大事故等時において使用する場合の温度は，取付場所の雰囲気温度を上

回る 50℃とする。 

3. 外径の設定根拠

本可搬型ダクトを重大事故等時において使用する場合の外径は，緊急時対策所空気浄化送風

機及び緊急時対策所空気浄化フィルタユニットに接続可能なダクト外径である 259.4mm とす

る。 

4. 個数の設定根拠

本可搬型ダクトは，本可搬型ダクト 1 本当たりの長さを踏まえ，必要な経路長に対して十分

な長さを確保できる本数 6本（2.5m：5本，1.5m：1 本）に予備 11本（2.5m：9 本，1.5m：2本）

を加えた合計 17 本を保管する。 
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表 2.3－1 緊急時対策所換気空調系主配管の設計仕様表 

名 称 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

設定値 根拠 設定値 根拠 設定値 根拠 

緊
急
時
対
策
所
換
気
空
調
系

建物加圧空気配管接続口 

～ 

緊急時対策所内開放 

0.6＊ Ｐ１ 40＊ Ｔ１ 

60.5 Ｄ１ 

61.1 ― 

61.1 

/61.1 

/61.1 

― 

61.1 

/－ 

/61.1 

― 

61.1 

/61.1 

/－ 

― 

76.3 

/60.5 
― 

76.3 ― 

76.3 Ｄ２ 

76.3 

/76.3 

/76.3 

― 

114.3 

/76.3 
― 

建物ダクト接続口 

～ 

緊急時対策所内開放 

0.0063＊ Ｐ２ 50＊ Ｔ２ 

318.5 Ｄ３ 

318.5 ― 

318.5 

/318.5 

/318.5 

― 

注記＊：重大事故等時における使用時の値 
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名 称 

空気ボンベ加圧設備空気ボンベ連結管 

～ 

空気ボンベ加圧設備空気ボンベ連結管接続口 

最 高 使 用 圧 力 MPa 21.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

/ 340/60.5／

50
外 径 mm 6.35 

個 数 ― 454（予備 86） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本主配管は，空気ボンベ加圧設備空気ボンベ連結管から空気ボンベ加圧設備空気ボンベ連結

管接続口を接続する配管であり，重大事故等対処設備として空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）

の空気を緊急時対策所へ供給するために設置する。 

本主配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ１，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１として以下に示す。 

緊急時対策所換気空調系主配管の設計仕様を表 2.3－2 緊急時対策所換気空調系主配管の

設計仕様表に示す。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

Ｐ１：21.6MPa

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ１は，空気ボンベ加圧設備（空

気ボンベ）の使用圧力から屋外環境温度変化に伴うボンべ内圧力上昇を考慮し，21.6MPa とす

る。 

2. 最高使用温度の設定根拠

Ｔ１：40℃

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用温度Ｔ１は，重大事故等時の空気ボ

ンベ加圧設備（空気ボンベ）の使用温度に合わせ，40℃とする。
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【設 定 根 拠】（続き） 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）

容量，圧力損失・施工性等を考慮した上で供給可能な配管である，6.35mm とする。 

項目 外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

(m2) 

流量 

(m3/h) 

流速 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 根拠 

Ｄ１ 6.35 1.0 － 0.00001 *

注記＊：標準流速を超えるが，空気・ガス（圧縮）の許容最高流速（音速）を下回るため問題

ない。 

4. 個数の設定根拠

本配管の個数は，空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）1 個に 1 つずつ接続するため，空気ボ

ンベ加圧設備空気ボンベ個数に合わせ，予備を含めた合計 540 台（454 台，予備 86 台）とする。 
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名 称 

空気ボンベ加圧設備空気ボンベ連結管接続口 

～ 

フレキシブルチューブ接続口（上流側）

最 高 使 用 圧 力 MPa 21.6／ 0.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

/ 340/60.5／

50

外 径 mm 21.7  

個 数 ― 16（予備 2） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本主配管は，空気ボンベ加圧設備空気ボンベ連結管接続口からフレキシブルチューブ接続口

（上流側）を接続する配管であり，重大事故等対処設備として空気ボンベ加圧設備（空気ボン

ベ）の空気を緊急時対策所へ供給するために設置する。 

本主配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ１，Ｐ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の

設定根拠をＤ２として以下に示す。 

緊急時対策所換気空調系主配管の設計仕様を表 2.3－2 緊急時対策所換気空調系主配管の

設計仕様表に示す。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

Ｐ１：21.6MPa

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ１は，空気ボンベ加圧設備（空

気ボンベ）の使用圧力から屋外環境温度変化に伴うボンべ内圧力上昇を考慮し，21.6MPa とす

る。 

Ｐ２：0.6MPa 

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ２は，経路内の圧力損失を考

慮し，0.6MPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

Ｔ１：40℃

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用温度Ｔ１は，重大事故等時の空気ボ

ンベ加圧設備（空気ボンベ）の使用温度に合わせ,40℃とする。
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【設 定 根 拠】（続き） 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，空気ボンベ加圧設備空気ボンベ容量，

圧力損失・施工性等を考慮した上で供給可能な配管である，21.7mm とする。 

項目 外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

(m2) 

流量 

(m3/h) 

流速 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 根拠 

Ｄ２ 21.7 3.7 15 0.00016 ＊

注記＊：標準流速を超えるが，空気・ガス（圧縮）の許容最高流速（音速）を下回るため問題

ない。 

4. 個数の設定根拠

本配管の個数は，空気ボンベ加圧設備空気ボンベ連結管接続口からフレキシブルチューブ接

続口（上流側）の接続箇所数に合わせた 16台に予備 2台を含めた合計 18台とする。 
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名 称 空気ボンベ加圧設備用 1.5m フレキシブルチューブ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

/ 340/60.5／

50

外 径 mm 16.0 ／ 21.7 

個 数 ― 16（予備 2） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本主配管は，フレキシブルチューブ接続口（上流側）とフレキシブルチューブ接続口（下流

側）を接続する配管であり，重大事故等対処設備として空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）の

空気を緊急時対策所へ供給するために設置する。 

本主配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ３，Ｄ４，Ｆ１として以下に示す。 

緊急時対策所換気空調系主配管の設計仕様を表 2.3－2 緊急時対策所換気空調系主配管の

設計仕様表に示す。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

Ｐ２：0.6MPa

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ２は，経路内の圧力損失を考

慮し，0.6MPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

Ｔ１：40℃

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用温度Ｔ１は，重大事故等時の空気ボ

ンベ加圧設備（空気ボンベ）の使用温度に合わせ,40℃とする。



64 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-1
-5
-6
 R
0 

【設 定 根 拠】（続き） 

3. 外径の設定根拠

(1) 配管

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，空気ボンベ加圧設備空気ボンベ容量，

圧力損失・施工性等を考慮した上で供給可能な配管である，16.0mm，21.7mm とする。 

項目 外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

(m2) 

流量 

(m3/h) 

流速 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 根拠 

Ｄ３ 16.0 4 － 0.00005 ＊

Ｄ４ 21.7 2.8 － 0.00020 ＊

注記＊：標準流速を超えるが，空気・ガス（圧縮）の許容最高流速（音速）を下回るため問題

ない。 

(2) 継手

Ｆ１：17.5mm

本伸縮継手の外径は，フレキシブルチューブ接続口（上流側）とフレキシブルチューブ接

続口（下流側）の 15A の配管を接続すること及びメーカ仕様に基づく施工性を考慮し，17.5mm

とする。 

4. 個数の設定根拠

本配管の個数は，フレキシブルチューブ接続口（上流側）とフレキシブルチューブ接続口（下

流側）の接続箇所数に合わせた 16台に予備 2台を含めた合計 18台とする。 



65 

S2
 補

 Ⅵ
-1
-
1-
5-
6 
R0
 

名 称 

フレキシブルチューブ接続口（下流側）

～ 

建物加圧空気配管接続口（上流側） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

外 径 mm 34.0 ／ 60.5 

個 数 ― 70（予備 13） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本主配管は，フレキシブルチューブ接続口（下流側）から建物加圧空気配管接続口（上流側）

を接続する配管であり，重大事故等対処設備として空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）の空気

を緊急時対策所へ供給するために設置する。 

本主配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ５，Ｄ６として以下に示す。 

緊急時対策所換気空調系主配管の設計仕様を表 2.3－2 緊急時対策所換気空調系主配管の

設計仕様表に示す。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

Ｐ２：0.6MPa

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ２は，経路内の圧力損失を考

慮し，0.6MPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

Ｔ１：40℃

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用温度Ｔ１は，重大事故等時の空気ボ

ンベ加圧設備（空気ボンベ）の使用温度に合わせ,40℃とする。
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【設 定 根 拠】（続き） 

3. 外径の設定根拠

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，空気ボンベ加圧設備空気ボンベ容量，

圧力損失・施工性等を考慮した上で供給可能な配管である，34.0mm，60.5mm とする。 

項目 外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

(m2) 

流量 

(m3/h) 

流速 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 根拠 

Ｄ５ 34.0 3.4 25 0.00058 

Ｄ６ 60.5 3.9 50 0.00218 ＊

注記＊：標準流速を超えるが，空気・ガス（圧縮）の許容最高流速（音速）を下回るため問題

ない。 

4. 個数の設定根拠

本配管の個数は，フレキシブルチューブ接続口（下流側）から建物加圧空気配管接続口（上

流側）へ空気を供給するために必要な 70 台に予備 13台を加えた合計 83台とする。 
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名 称 空気ボンベ加圧設備用 2.3m フレキシブルホース 

最 高 使 用 圧 力 MPa 0.6 

最 高 使 用 温 度 ℃ 40 

/ 340/60.5／

50

外 径 mm 60.5 

個 数 

個数

― 2（予備 1） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本主配管は，建物加圧空気配管接続口（上流側）と建物加圧空気配管接続口を接続する配管

であり，重大事故等対処設備として空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）の空気を緊急時対策所

へ供給するために設置する。 

本主配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ６，Ｆ２として以下に示す。 

緊急時対策所換気空調系主配管の設計仕様を表 2.3－2 緊急時対策所換気空調系主配管の

設計仕様表に示す。 

1. 最高使用圧力の設定根拠

Ｐ２：0.6MPa

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用圧力Ｐ２は，経路内の圧力損失を考

慮し，0.6MPa とする。 

2. 最高使用温度の設定根拠

Ｔ１：40℃

重大事故等対処設備として使用する本主配管の最高使用温度Ｔ１は，重大事故等時の空気ボ

ンベ加圧設備（空気ボンベ）の使用温度に合わせ,40℃とする。
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【設 定 根 拠】（続き） 

3. 外径の設定根拠

(1) 配管

本配管を重大事故等時において使用する場合の外径は，緊急時対策所の居住性確保のため，

放射性雲通過中の緊急時対策所の必要換気量である 330m3/h を空気ボンベ加圧設備（空気ボン

ベ）容量，圧力損失・施工性等を考慮した上で供給可能な配管である，60.5mm とする。 

項目 外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 

呼び径 

(A) 

流路面積 

(m2) 

流量 

(m3/h) 

流速 

(m/s) 

標準流速 

(m/s) 根拠 

Ｄ６ 60.5 3.9 50 0.00218 ＊

注記＊：標準流速を超えるが，空気・ガス（圧縮）の許容最高流速（音速）を下回るため問題

ない。 

(2) 継手

Ｆ２：61.5mm

本伸縮継手の外径は， 50A の建物加圧空気配管接続口へ接続すること及びメーカ仕様に基

づく施工性を考慮し，61.5mm とする。 

4. 個数の設定根拠

本配管の個数は，建物加圧空気配管接続口の個数 2本に予備 1本を加えた合計 3本とする。
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表 2.3－2 緊急時対策所換気空調系主配管の設計仕様表 

名 称 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

設定値 根拠 設定値 根拠 設定値 根拠 

緊

急

時

対

策

所

換

気

空

調

系 

空気ボンベ加圧設備空気

ボンベ連結管 

～ 

空気ボンベ加圧設備空気

ボンベ連結管接続口 

21.6＊ Ｐ１ 40＊ Ｔ１ 6.35 Ｄ１ 

空気ボンベ加圧設備空気

ボンベ連結管接続口 

～ 

フレキシブルチューブ接

続口（上流側） 

21.6＊ Ｐ１ 

40＊ Ｔ１ 

21.7 Ｄ２ 

0.6＊ Ｐ２ 21.7 Ｄ２ 

空気ボンベ加圧設備用

1.5mフレキシブルチュー

ブ 
0.6＊ Ｐ２ 40＊ Ｔ１ 

16.0 Ｄ３ 

17.5 Ｆ１ 

21.7 Ｄ４ 

フレキシブルチューブ接

続口（下流側） 

～ 

建物加圧空気配管接続口 

（上流側） 

0.6＊ Ｐ２ 40＊ Ｔ１ 

34.0 Ｄ５ 

60.5 Ｄ６ 

空気ボンベ加圧設備用

2.3mフレキシブルホース 0.6＊ Ｐ２ 40＊ Ｔ１ 
60.5 Ｄ６ 

61.5 Ｆ２ 

注記＊：重大事故等時における使用時の値 
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名 称 緊急時対策所空気浄化送風機 

容 量 m3/h/個 958 以上（1500） 

原 動 機 出 力 kW/個 5.5 

個 数 ― 1（予備 2） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

重大事故等時に放射線管理施設のうち換気設備（緊急時対策所換気空調系）として使用する

緊急時対策所空気浄化送風機は，以下の機能を有する。 

緊急時対策所空気浄化送風機は，重大事故等が発生した場合においても重大事故等に対処す

るために必要な指示を行う要員が緊急時対策所にとどまることができるよう，適切な措置を講

ずるために設置する。 

系統構成は，重大事故等が発生した場合において，緊急時対策所内への放射性物質の侵入を

低減するとともに，緊急時対策所の気密性に対して余裕を考慮した換気を行うため，緊急時対

策所空気浄化送風機を使用し，緊急時対策所空気浄化フィルタユニットを介して緊急時対策所

内へ空気を供給することで緊急時対策所内の正圧を維持できる設計とする。 

1. 容量の設定根拠

緊急時対策所空気浄化送風機の容量は，緊急時対策所を正圧に維持するために必要な換気量

330m3/h＊並びに一般的な労働環境における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容濃度を満たすこ

とができる流量 958m3/h＊を踏まえ，要求値は 958m3/h 以上とする。公称値については，要求値

958m3/h を上回る 1500m3/h/個とする。 

注記＊：Ⅵ-1-9-3-2「緊急時対策所の居住性に関する説明書」に示す容量 
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【設 定 根 拠】（続き） 

2. 原動機出力の設定根拠

緊急時対策所空気浄化送風機の原動機出力は，風量 1500m3/h のときの軸動力を基に設計す

る。 

定格風量点における緊急時対策所空気浄化送風機の風量は 1500m3/h，全圧が 5.6kPa(0.0056 

MPa)であり，そのときの必要軸動力は，以下のとおり 4.77kW となるため，原動機出力はそれ

を上回る 5.5kW/個とする。 

Ｌ：必要軸動力(kW) 

Ｐ：送風機全圧(kPa)  ＝5.6 

Ｑ：送風機風量(m3/h)  ＝1500 

η：送風機効率    ＝0.49 

3. 個数の設定根拠

緊急時対策所空気浄化送風機は重大事故等対処設備として緊急時対策所内への放射性物質の

侵入を低減するとともに，緊急時対策所の気密性に対して余裕を考慮した換気を行うため，緊

急時対策所空気浄化送風機を使用し，緊急時対策所空気浄化フィルタユニットを介して緊急時

対策所内へ空気を供給することで緊急時対策所内の正圧を維持するために予備 2個を含む合計

3個を保管する。 

　　＝　　＝
η

Ｑ
Ｐ

Ｌ＝ 4.77kW
0.49

3600

1500
5.6

3600


















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名 称 緊急時対策所空気浄化フィルタユニット 

種 類 ― 粒子用フィルタ よう素用フィルタ 

効 

率 

単 体 ％ 
99.97 以上 

（0.15μm粒子） 

95 以上（有機よう素） 

99 以上（無機よう素） 

（相対湿度 95％，温度 30℃にお

いて） 

総 合 ％ 
99.99 以上 

（0.7μm粒子） 

99.75 以上（有機よう素） 

99.99 以上（無機よう素） 

（相対湿度 95％，温度 30℃にお

いて） 

個 数 ― 1（予備 2） 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

重大事故等時に放射線管理施設のうち換気設備（緊急時対策所換気空調系）として使用する

緊急時対策所空気浄化フィルタユニットは，以下の機能を有する。 

緊急時対策所空気浄化フィルタユニットは，重大事故等が発生した場合においても重大事故

等に対処するために必要な指示を行う要員が緊急時対策所にとどまることができるよう，適切

な措置を講ずるために設置する。 

系統構成は，重大事故等が発生した場合において，緊急時対策所内への放射性物質の侵入を

低減するとともに，緊急時対策所の気密性に対して余裕を考慮した換気を行うため，緊急時対

策所空気浄化送風機を使用し，緊急時対策所空気浄化フィルタユニットを介して緊急時対策所

内へ空気を供給することで微粒子及び放射性よう素を除去低減できる設計とする。 

1. 粒子用フィルタの効率の設定根拠

1.1 単体除去効率 

粒子用フィルタの単体除去効率は，「放射性エアロゾル用高性能エアフィルタ」 

（ＪＩＳ Ｚ ４８１２-1995）で規定される性能を基に設定し，基準粒子径 0.15μmにお

ける単体除去効率が 99.97％以上と規定されていることから 99.97％以上（0.15μm 粒子）

とする。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

1.2 総合除去効率 

粒子用フィルタの総合除去効率は，粒子用フィルタをフィルタユニットに装着した使用状

態において，粒子用フィルタを通らない空気（バイパスリーク）も考慮した微粒子の除去効

率であり，1段で 99％以上（0.7μm 粒子）とする。 

これを直列 2段とするため，総合除去効率は 99.99％以上（0.7μm 粒子）＊1とする。 

2. よう素用フィルタの効率の設定根拠

2.1 単体除去効率 

よう素用フィルタの単体除去効率は，使用条件でのよう素用フィルタ総合除去効率の設計

値を確保できるように設定し，95％以上（有機よう素），99％以上（無機よう素）（相対湿度

95％，温度 30℃において）とする。 

2.2 総合除去効率 

よう素用フィルタの総合除去効率は，緊急時対策所の居住性に係わる被ばく評価に示す条

件に基づき，よう素用フィルタをフィルタユニットに装着した使用状態において，よう素用

フィルタを通らない空気（バイパスリーク）も考慮したよう素の除去効率であり，1段で 95％

以上（有機よう素），99％以上（無機よう素）とし，これを直列 2 段とするため，総合除去効

率は 99.75％以上（有機よう素）＊2，99.99％以上（無機よう素）＊3とする。 

注記＊1：粒子用フィルタ直列2段時の総合除去効率： 

(1－(1－0.99)×(1－0.99))×100＝99.99％ 

＊2：よう素用フィルタ（有機よう素）直列2段時の総合除去効率： 

(1－(1－0.95)×(1－0.95))×100＝99.75％ 

＊3：よう素用フィルタ（無機よう素）直列2段時の総合除去効率： 

(1－(1－0.99)×(1－0.99))×100＝99.99％ 

3. 個数の設定根拠

緊急時対策所空気浄化フィルタユニットは，重大事故等対処設備として緊急時対策所内への

放射性物質の侵入を低減するとともに，緊急時対策所の気密性に対して余裕を考慮した換気を

行うため，緊急時対策所空気浄化送風機を使用し，緊急時対策所空気浄化フィルタユニットを

介して緊急時対策所内へ空気を供給することで微粒子及び放射性よう素を除去低減するために

予備 2個を含む合計 3個を保管する。 



名
称

2X11

工事計画認可申請

島根原子力発電所　第２号機

中　国　電　力　株　式　会　社

換気設備に係る機器の配置を明示した図
面（緊急時対策所換気空調系）（その１）

第7-2-3-1-1図

： 保管場所

： 取付箇所

②

①

③

④

保管場所一覧
　①　第１保管エリア　屋外 EL 50000mm
　②　第２保管エリア　屋外 EL 44000mm
　③　第３保管エリア　屋外 EL 13000mm～33000mm
　④　第４保管エリア　屋外 EL 18500mm

保管場所条件（緊急時対策所空気浄化送風機）
　頑健な地盤及び原子炉建物から100ｍ以上の離隔を
有する保管場所（第１保管エリア）に2台保管するととも
に，残り1台を第１～４保管エリアのうちいずれかに保
管場所が重複しないよう保管する。

保管場所条件（緊急時対策所空気浄化フィルタユニッ
ト）
　頑健な地盤及び原子炉建物から100ｍ以上の離隔を
有する保管場所（第１保管エリア）に2台保管するととも
に，残り1台を第１～４保管エリアのうちいずれかに保
管場所が重複しないよう保管する。

保管場所条件（空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ））
　頑健な地盤及び原子炉建物から100ｍ以上の離隔を
有する保管場所（第１保管エリア）に454本以上保管す
るとともに，第１～４保管エリアの保管場所が重複しな
い場所に予備１本以上を保管する。

保管場所

保管場所条件（緊急時対策所空気浄化送風
機），保管場所条件（緊急時対策所空気浄化
フィルタユニット），保管場所条件（空気ボンベ
加圧設備（空気ボンベ））及び保管場所一覧

取付箇所 　屋外 EL約 50000mm 緊急時対策所付近

名　　　称
・緊急時対策所空気浄化送風機
・緊急時対策所空気浄化フィルタユニット
・空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）

緊急時対策所

名　　　称
緊急時対策所空気浄化装置用2.5m，1.5m可搬
型ダクト

保管場所
予備を含めた17本を①に11本及び④に6本保
管する。

取付箇所 　屋外 EL約 50000mm 緊急時対策所付近

名　　　称
空気ボンベ加圧設備空気ボンベ連結管接続口　
～　フレキシブルチューブ接続口（上流側）

保管場所
予備を含めた18台を①に16台及び④に2台保
管する。

取付箇所 　屋外 EL約 50000mm 緊急時対策所付近

名　　　称
空気ボンベ加圧設備用1.5ｍフレキシブル
チューブ

保管場所
予備を含めた18本を①に17本及び④に1本を
保管する。

取付箇所 　屋外 EL約 50000mm 緊急時対策所付近

名　　　称
フレキシブルチューブ接続口（下流側）　～
建物加圧空気配管接続口（上流側）

保管場所
予備を含めた83台を①に70台及び④に13台保
管する。

取付箇所 　屋外 EL約 50000mm 緊急時対策所付近

名　　　称
空気ボンベ加圧設備用2.3ｍフレキシブルホー
ス

保管場所
予備を含めた3本を①に2本及び④に１本を保
管する。

取付箇所 　屋外 EL約 50000mm 緊急時対策所付近

名　　　称
空気ボンベ加圧設備空気ボンベ連結管　～　
空気ボンベ加圧設備空気ボンベ連結管接続口

保管場所
予備を含めた540台を①に480台及び④に60台
保管する。

取付箇所 　屋外 EL約 50000mm 緊急時対策所付近
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称

1203

工事計画認可申請 第7-2-3-1-2図

島根原子力発電所　第２号機

換気設備に係る機器の配置を明示した図
面（緊急時対策所換気空調系）（その２）

中　国　電　力　株　式　会　社

免震重要棟

緊急時対策所

緊急時対策所空気浄化送風機

緊急時対策所空気浄化フィルタユニット

空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）
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第 7-2-3-2-1～2 図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（緊急時対策所換気空調系） 別紙 1  

工事計画抜粋 

変 更 前 変 更 後 

NO.＊5 
名 称 

最 高 使 用 

圧 力 

(MPa) 

最 高 使 用 

温 度 

(℃) 

外 径 

 

(mm) 

厚 さ 

 

(mm) 

材 料 名 称 

最 高 使 用 

圧 力 

(MPa) 

最 高 使 用 

温 度 

(℃) 

外   径＊1 

 

(mm) 

厚    さ＊1 

 

(mm) 

材 料 

― 

緊
急
時
対
策
所
換
気
空
調
系 

建物加圧空気配管接続口 

～ 

緊急時対策所内開放 

0.60＊2 40＊2 

60.5 3.9 SUS304TP 1 

61.1＊3 6.1＊3 SUS304 2 

61.1＊3 

/61.1＊3 

/61.1＊3 

6.1＊3 

/6.1＊3 

/6.1＊3 

SUS304 3 

61.1＊3 

/－ 

/61.1＊3 

6.1＊3 

/－ 

/6.1＊3 

SUS304 4 

61.1＊3 

/61.1＊3 

/－ 

6.1＊3 

/6.1＊3 

/－ 

SUS304 5 

76.3 

/60.5 

5.2 

/3.9 
SUS304TP 6 

76.3＊4 5.2＊4 SUS304TP＊4 7 

76.3 5.2 SUS304TP 8 

76.3 

/76.3 

/76.3 

5.2 

/5.2 

/5.2 

SUS304TP 9 

114.3 

/76.3 

6.0 

/5.2 
SUS304TP 10 

建物ダクト接続口 

～ 

緊急時対策所内開放 0.0063＊2 50＊2 

318.5 10.3 SUS304TP 11 

318.5＊4 10.3＊4 SUS304TP＊4 12 

318.5 

/318.5 

/318.5 

10.3 

/10.3 

/10.3 

SUS304TP 13 

注記＊1：公称値を示す。 

＊2：重大事故等時における使用時の値 

＊3：差込み継手の差込み部内径及び最小厚さ 

＊4：エルボを示す。 

＊5：換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（緊急時対策所換気空調系）に記載の四角内番号を示す。 
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第 7-2-3-2-1～2 図 換気設備に係る主配管の配置を明示した図面（緊急時対策所換気空調系） 

別紙 2 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［緊急時対策所換気空調系の主配管］ 

管ＮＯ.1＊1 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 60.5 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

厚さ 3.9 
－0.5mm 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

管ＮＯ.1＊1 - 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 60.5 
＋1.6mm 

－0.8mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 3.9 
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

管ＮＯ.2＊1 - 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 61.1＊2 
＋0.3mm 

0mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１６による材料公差 

厚さ 6.1＊3 最小 6.1mm 同上 

管ＮＯ.3＊1 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 76.3 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

厚さ 5.2 
－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

S2
 補

 7
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-2
-1
～
2 
R0
 



2 

工事計画記載の公称値の許容範囲（続き） 

［緊急時対策所換気空調系の主配管（続き）］ 

管ＮＯ.3＊1 - 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 76.3 
＋1.6mm 

－0.8mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 5.2 
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

管ＮＯ.4＊1 - 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 114.3 ±1.6mm ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 6.0 
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

管ＮＯ.5＊1 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 318.5 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

厚さ 10.3 
－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５９による材料公差 

管ＮＯ.5＊1 - 管継手 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 318.5 
＋4.0mm 

－3.2mm 
ＪＩＳ Ｂ ２３１２による材料公差 

厚さ 10.3 
＋規定しない 

－12.5％ 
同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 

注記＊1：管の基本板厚計算書のＮＯ.を示す。 

  ＊2：差込み継手の差込み部内径を示す。 

  ＊3：差込み継手の差込み部最小厚さを示す。 
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1

名
称

島 根 原 子 力 発 電 所 第 ２ 号 機

工事計画認可申請

中 国 電 力 株 式 会 社

EMR HVAC

材 料

注1：寸法はmmを示す。
注2：特記なき寸法は公称値を示す。

232

(外径)

（
底

部
厚

さ
）

232

(外径)

5.7

11
.4

（
底

部
厚

さ
）

1

14
60

（
高

さ
）

11
.2

5.6（胴部厚さ）（胴部厚さ）

第7-2-3-4-1図

1915

空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）
　構造図

454(86)

個 数番 号

1 空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）

品 名

部 品 表

STH21 同等材料
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第 7-2-3-4-1 図 空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）構造図 別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［空気ボンベ加圧設備（空気ボンベ）］ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 232 
±1％ 

（±2.32mm） 
高圧ガス保安法（容器保安規則別添 1） 

高さ 1460 mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

胴部厚さ 

5.7 
＋規定しない 

－0㎜ 
高圧ガス保安法（容器保安規則別添 1） 

5.6 

底部厚さ 

11.4 
＋規定しない 

－0㎜ 
ＪＩＳ Ｂ ８２４１ 準拠 

11.2 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 



名
称

工事計画認可申請 第7-2-3-4-2図

島根原子力発電所　第２号機

緊急時対策所空気浄化送風機構造図

中　国　電　力　株　式　会　社

9Z11

注1：寸法はmmを示す。

注2：特記なき寸法は公称値を示す。A-A断面図 B-B断面図

給気

吐出
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第 7-2-3-4-2 図 緊急時対策所空気浄化送風機構造図 別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［緊急時対策所空気浄化送風機］ 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根 拠 

吸込口径 mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

吐出口径 
mm 

mm 
同上 

たて mm 同上 

横 mm 同上 

高さ mm 同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 



名
称

工事計画認可申請 第7-2-3-4-3図

島根原子力発電所　第２号機

緊急時対策所空気浄化フィルタユニット
構造図

中　国　電　力　株　式　会　社

9Z11

注1：寸法はmmを示す。

注2：特記なき寸法は公称値を示す。A-A断面図
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第 7-2-3-4-3 図 緊急時対策所空気浄化フィルタユニット構造図 別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［緊急時対策所空気浄化フィルタユニット］ 

主要寸法 

（mm） 
許容範囲 根 拠 

吸込口径 mm 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

吐出口径 mm 同上 

たて mm 同上 

横 mm 同上 

高さ mm 同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 




